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日  本  銀  行 



日  本  銀  行

（単位：百万円）

金      額

Ⅰ 業務費用

仮定損益計算書上の費用

売現先利息 19,902

その他の支払利息 32,510

支払手数料 130

営業経費 186,387

その他経常費用 14,090

特別損失 180 253,199

（控除）

貸出金利息 △33,816

有価証券利息配当金 △631,579

預け金利息 △96

受入手数料 △10,989

外国為替売買益 △603,621

外貨債券収益 △70,079

外貨投資信託収益 △4,589

国債等債券売却益 △367

その他経常収益 △29,732

特別利益 △6,953 △1,391,821

業務費用合計 △1,138,622

Ⅱ 機会費用

政府出資金等の機会費用 0 0

機会費用合計 0

Ⅲ 行政コスト △1,138,622

行 政 コ ス ト 計 算 書
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

科      目



日  本  銀  行

（単位：百万円）

441,253 83,378,275

1,273,042 58,320,053

現 金 323,540 58,128,930

預 け 金 949,502 191,123

4,284,290 1,494,129

133,849,314 150,000

国 債 125,466,707 958,134

短 期 社 債 1,245,716 385,995

社 債 2,887,292 14,505,494

そ の 他 の 証 券 ※1 4,249,599 297,767

※2 25,814,437 7,927

電 子 貸 付 25,814,437 0

22,803 256,601

282,148 7,868

取 立 未 済 切 手 手 形 2,072 25,371

預 貯 金 保 険 機 構 出 資 金 225 2,761

国 際 金 融 機 関 出 資 15,278 199,729

政 府 勘 定 保 管 金 60,168 158,198,208

未 収 利 息 　 162,262

そ の 他 の 資 産 42,143 100

※3 204,979 6,619,730

建 物 100,936 2,712,623

土 地 82,861 13

リ ー ス 資 産 7,450 3,037,849

建 設 仮 勘 定 2,652 債 券 取 引 損 失 準 備 金 2,243,349

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 11,080 外国為替等取引損失準備金 794,500

136 869,245

権 利 金 136 1,354,364

7,974,194

166,172,402 166,172,402

売 現 先 勘 定

法 定 準 備 金

貸 出 金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 金

未 経 過 割 引 料 利 息 そ の 他

そ の 他 負 債

( 純 資 産 の 部 ）

負 債 の 部 合 計

未 払 法 人 税 等

未 払 送 金 為 替

有 価 証 券

（平成２５年３月３１日現在 )

政 府 預 金

国 内 指 定 預 金

当 座 預 金

そ の 他 の 政 府 預 金

( 負 債 の 部 ）

発 行 銀 行 券

そ の 他 の 預 金

現 金 預 け 金 預 金

金 地 金

純 資 産 の 部 合 計

金 銭 の 信 託

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 産

そ の 他 の 負 債

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

民 間 企 業 仮 定 貸 借 対 照 表

金　　　　　額 金　　　　　額科          目 科          目

（ 資 産 の 部 ）

そ の 他有 価証 券評 価差 額金

資 産 の 部 合 計 負 債 およ び純 資産 の部 合計

当 座 預 金

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

特 別 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

代 理 店 勘 定



日   本   銀   行

（単位：百万円）

1,384,868

665,491

貸 出 金 利 息 33,816

有価証券利息配当金 631,579

預 け 金 利 息 96

10,989

受 入 手 数 料 10,989

678,656

外 国 為 替 売 買 益 603,621

外 貨 債 券 収 益 70,079

外 貨 投 資 信 託 収 益 4,589

国 債 等 債 券 売 却 益 367

29,732

253,019

52,412

売 現 先 利 息 19,902

そ の 他 の 支 払 利 息 32,510

130

支 払 手 数 料 130

186,387

14,090

1,131,849

6,953

固 定 資 産 処 分 益 5,194

そ の 他 の 特 別 利 益 1,759

180

固 定 資 産 処 分 損 180

1,138,622

260,630

877,992

△8,747

869,245

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

特 別 利 益

経 常 利 益

法人税、住民税及び事業税

民 間 企 業 仮 定 損 益 計 算 書
 （平成24年4月1日～平成25年3月31日）

科     目

経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

金      額

経 常 費 用

資 金 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

前 期 繰 越 損 失

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

当 期 未 処 分 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益

当 期 利 益



日  本  銀  行

（単位：百万円）

金    額

 　　Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益 1,138,622

減価償却費 15,748

賞与引当金の増減（△）額 △491

退職給付引当金の増減（△）額 349

資金運用収益 △665,491

資金調達費用 52,412

金銭の信託運用損益（△） △62,586

外貨債券収益（△）・費用 △75,902

為替差損益（△） 4,737

固定資産処分損益（△） △5,028

金銭の信託の純増（△）減 △555,020

有価証券の純増（△）減 △38,609,146

貸出金の純増（△）減 14,216,239

発行銀行券の純増減（△） 2,535,459

預金の純増減（△） 22,085,412

売現先の純増減（△） 108,357

資金運用による収入 1,132,033

資金調達による支出 △52,520

その他  代理店勘定の増（△）減額 9,598

       無形固定資産の増（△）減額 △2

       その他資産の増（△）減額 99,688

       その他負債の増減（△）額 7,428

　　　小計 1,379,896

法人税等の支払額 △16,796

 　　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,363,100

　　 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 5,334

有形固定資産の取得による支出 △13,554

 　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △8,220

　　 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金支払額 △5

国庫納付金支払額 △502,609

　　 　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △502,614

　 　Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,737

　 　Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 847,529

　　 Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 425,513

  　 Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 1,273,042

キャッシュ・フロー計算書
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

科    目



 日  本  銀  行

（単位：百万円）

869,245

877,838

28,801

5

547,222

301,810

外 国 為 替 等 取 引 損 失 準 備 金 301,810

△8,593

利 益 処 分 額

任 意 積 立 金

民 間 企 業 仮 定 利 益 処 分 計 算 書
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

科    目

当 期 未 処 分 利 益

金    額

次 期 繰 越 損 失

法 定 準 備 金 積 立 額

配 当 金 （ １ 口 に つ き ５ 円 ）

国 庫 納 付 額
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重要な会計方針 

 第 128 回事業年度 

平成 24 年 4 月 01 日から 

平成 25 年 3 月 31 日まで 

1．有価証券の評価基準及び

評価方法 

有価証券の評価は、円貨建債券（物価連動国債を除く）に

ついては、移動平均法による償却原価法（定額法）、物価連動

国債、株式、指数連動型上場投資信託受益権、不動産投資法

人投資口、外貨建債券及び外貨建投資信託の評価については、

決算日の市場価格等に基づく時価法により行っております。

なお、物価連動国債、株式、指数連動型上場投資信託受益権

及び不動産投資法人投資口の評価差額については、全部純資

産直入法により処理（売却原価は移動平均法により算定）し

ております。 

短期社債、社債、株式、指数連動型上場投資信託受益権及

び不動産投資法人投資口の時価が著しく下落した場合には、

減損処理を行っております。 

金銭の信託の信託財産として保有する有価証券の評価は、

当該有価証券の種類に応じ、上記と同様の方法により行って

おります。 

2．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日

以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物：3 年～60 年 

動産：2 年～20 年 

（2）無形固定資産 

無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しており

ます。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固

定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。 

3．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建資産及び負債については、決算日の為替相場による

円換算額を付しております。ただし、国際金融機関出資の換

算は、取得時の為替相場を用いております。 

また、米ドル資金供給オペレーションを行うことに伴い計

上した資産及び負債の換算は、ニューヨーク連邦準備銀行と

の間で行ったスワップ取引に適用する為替相場を用いており

ます。 

4．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、金融庁の検査マニュアル等の考え方に則

り、次のとおり計上しています。 

過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実

績率に基づき計上することとしております。ただし、特定

の債権について政策委員会が特に必要と認める場合には、
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 第 128 回事業年度 

平成 24 年 4 月 01 日から 

平成 25 年 3 月 31 日まで 

別途の所要額を計上することとしております。 

（2）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、事

業年度末における退職給付債務の見込額等に基づき、必要

額を計上しております。 

また、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により、翌

事業年度から費用処理することとしております。 

また、役員については、退職手当の支出に備え、基準に

基づく期末要支給額（107 百万円）を「退職給付引当金」

に含めて計上しております。 

（3）賞与引当金 

従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期

負担額を計上しております。 

5．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

仮定貸借対照表上の「現金預け金」であります。ただし、

当行の場合、発行銀行券は負債の部に計上されるため、キャ

ッシュ・フローの概念が一般企業とは異なっております。こ

のため、キャッシュ・フロー計算の対象となる「現金預け金」

は支払元貨幣（金融機関の求めに応じて払出される貨幣）及

び外貨預け金となっております。 

また、有価証券や金銭の信託は、金融調節や金融システム

安定等の目的で取得・保有していることから営業活動に区分

しております。 

6．機会費用の計上基準 政府出資に係る機会費用の算出に用いた利子率 

      0.56％ 

7．その他の重要な事項 （1）記載金額の表示方法 

記載金額は、百万円未満を四捨五入のうえ表示しており

ます。 

（2）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっ

ております。 

（3）税効果会計 

当行の場合、法定の損益計算書上の税引後利益は、剰余

金の処分を通して準備金や配当に充てられるものを除き、

全て国庫納付金として国庫に納付されることになってお

ります。また、この国庫納付金は、法人税等の課税所得算

定上、損金算入（無税）扱いとなっております。以上から、

当行の場合、課税所得の算定方法が一般企業と異なりま

す。 

税効果会計の目的は、会計上の利益と税務上の課税所得

との間の一時的な差異を調整し、会計上の税引前利益と法

人税等を整合的に対応させるとともに、法人税等の前払・

未払を適切に計上することにあります。 

しかしながら、当行は、税効果会計を採用すると、国庫
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 第 128 回事業年度 

平成 24 年 4 月 01 日から 

平成 25 年 3 月 31 日まで 

納付金制度により税効果会計の目的とは異なる影響が生

じるため、これを採用しておりません。 

なお、法定実効税率と仮定損益計算書での法人税等の負

担率との間の重要な差異は、以下のとおりであります。 

 

法定実効税率                    39.4％ 

（調整） 

国庫納付金                 △ 18.9 

受取配当金等永久に益金に算入され 

ない項目               △  1.0 

所得計算上の加減算額                11.9 

仮定財務諸表への修正額による影響  △  8.5 

法人税等負担率                   22.9％ 

（4）国庫納付金、配当金及び法人税等 

国庫納付金、配当金及び法人税等は、行政コスト計算財

務書類に基づいて計算されたものではなく、平成 24 年度

の法定の財務諸表から計算された金額であります。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、本事業年度から、平成 24 年 4 月 1 日以後に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

なお、当該変更による本事業年度の行政コスト計算財務書類への影響は軽微であります。 
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注記事項 

（仮定貸借対照表関係） 

第 128 回事業年度末 

（平成 25 年 3 月 31 日） 

※1．消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「その他の証券」

中の外貨債券に 397,402 百万円含まれています。 

※2．民間金融機関における当座貸越及び貸付金にかかわるコミットメントに類似する貸出

制度としては、日中当座貸越及び補完貸付制度に基づく貸付けが挙げられます。 

 日中当座貸越は、取引先が差入れている適格担保の合計額を貸越極度額として、当座

勘定及び当座勘定（同時担保受払時決済口）において貸越しを行うものであります。貸

越金の返済期限は業務の終了時としているため、毎営業日の終業時における日中当座貸

越の残高は通常零となっております。 

 補完貸付制度に基づく貸付けは、取引先に対し、取引先が当行に対して予め差入れて

いる適格担保の担保価額を上回らない範囲で、取引先が希望する金額を貸し付けるもの

であります。当事業年度末日の残高は 1,000 百万円であります。 

※3．有形固定資産の減価償却累計額 

     330,466 百万円 
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（リース取引関係） 

（金額単位：百万円） 

第 128 回事業年度 

平成 24 年 4 月 01 日から 

平成 25 年 3 月 31 日まで 

1． ファイナンス･リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

（１）リース資産の内容 

  有形固定資産 

  主として、ホストコンピュータなどの電子情報処理組織であります。 

（２）リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「2．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 
 

2． オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

（１）借手側 

     １ 年 以 内  168 

 １ 年 超    165 

合 計       333 

 （２）貸手側 

     １ 年 以 内   2 

 １ 年 超     45 

合 計        47 

 
 

 

 

（有価証券関係） 

１．外貨建有価証券 
（金額単位：百万円） 

 第 128 回事業年度末（平成 25 年 3 月 31 日） 

 仮定貸借対照表計上額 当事業年度の損益に 

  含まれた評価差額 

外貨債券 4,202,430 662,372 

外貨投資信託 47,169 7,985 

計 4,249,599 670,357 
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２．円貨建債券のうち時価のあるもの 
（金額単位：百万円） 

 第 128 回事業年度末（平成 25 年 3 月 31 日） 

種    類 仮定貸借対 時価 差額  

 照表計上額   うち益 うち損 

短期国債 34,006,385 34,007,373 988 2,686 △1,698 

国庫短期証券 34,006,385 34,007,373 988 2,686 △1,698 

長期国債 91,460,322 93,874,123 2,413,801 2,414,378 △577 

利付国債２年 19,094,650 19,101,280 6,630 6,688 △58 

利付国債５年 22,163,404 22,199,286 35,882 36,401 △519 

利付国債１０年 28,999,724 29,624,085 624,361 624,361 0 

利付国債２０年 16,082,742 17,691,751 1,609,009 1,609,009 0 

変動利付国債 3,110,219 3,152,184 41,965 41,965 0 

物価連動国債 1,240,266 1,240,266 0 0 0 

その他 769,317 865,271 95,954 95,954 0 

短期社債 1,245,716 1,245,716 0 0 0 

社債 2,887,292 2,872,161 △15,131 354 △15,485 

計 129,599,715 131,999,373 2,399,658 2,417,418 △17,760 

（注）上記のうち、「資産買入等の基金」による買入分は以下の通りであります。 

 

（金額単位：百万円） 

種    類 
仮定貸借対 時価 差額  

照表計上額   うち益 うち損 

短期国債 16,448,874 16,447,798 △1,076 78 △1,154 

国庫短期証券 16,448,874 16,447,798 △1,076 78 △1,154 

長期国債 28,133,754 28,171,623 37,869 38,261 △392 

利付国債２年 16,596,220 16,602,430 6,210 6,251 △41 

利付国債５年 8,704,570 8,716,628 12,058 12,409 △351 

利付国債１０年 2,818,722 2,838,140 19,418 19,418 0 

利付国債２０年 14,242 14,425 183 183 0 

短期社債 1,245,716 1,245,716 0 0 0 

社債 2,887,292 2,872,161 △15,131 354 △15,485 

計 48,715,636 48,737,298 21,662 38,693 △17,031 
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（金銭の信託関係） 

 

（金額単位：百万円） 

 第 128 回事業年度末（平成 25 年 3 月 31 日） 

 取得原価 仮定貸借対 評価差額  

  照表計上額  うち益 うち損 

金銭の信託 

(信託財産株式) 
1,378,034 1,999,340 621,306 663,927 △42,621 

金銭の信託 

(信託財産指数連

動型上場投資信

託) 

1,544,001 2,094,109 550,108 550,108 0 

金銭の信託 

(信託財産不動産

投資信託) 

118,972 190,841 71,869 71,869 0 

計 3,041,007 4,284,290 1,243,283 1,285,904 △42,621 

（注）「金銭の信託（信託財産指数連動型上場投資信託）」及び「金銭の信託（信託財産不動

産投資信託）」は、「資産買入等の基金」の運営により買い入れた信託財産であります。 
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（退職給付関係） 

１．退職給付債務に関する事項 

（金額単位：百万円） 

退職給付債務  (A) △200,700 

年金資産  (B) ― 

未積立退職給付債務 (C)＝(A)＋(B) △200,700 

未認識数理計算上の差異 (D) 1,078 

未認識過去勤務債務 (E) ― 

貸借対照表計上額純額 (F)＝(C)＋(D)＋(E) △199,622 

前払年金費用  (G) ― 

退職給付引当金 (F)－(G) △199,622 

 

２．退職給付費用の内訳 

（金額単位：百万円） 

勤務費用 4,782 

利息費用 4,003 

期待運用収益 ― 

数理計算上の差異の費用処理額 1,230 

過去勤務債務の費用処理額 ― 

その他（臨時に支払った割増退職金等） ― 

退職給付費用 10,015 

 

３．退職給付債務等の計算基礎 

 

割引率 2.0％ 

期待運用収益率  ― 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数 10 年 

過去勤務債務の処理年数 ― 
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（関連当事者との取引） 

 

１．預金保険機構 

会社等の名称 預金保険機構（認可法人） 

住所 東京都千代田区 

資本金又は出資金 

（一般勘定） 455 百万円 

（地域経済活性化支援勘定）13,000 百万円 

（東日本大震災事業者再生支援勘定）18,680 百万円 

事業内容又は職業 

信用秩序の維持に資することを目的に、保険料の収納業務や保険

金及び仮払金の支払業務、資金援助業務、預金等債権の買取り業

務、金融危機への対応のための業務、などを行っている。 

議決権の所有 

（被所有割合） 
該当事項なし 

関係

内容 

役員兼任等 該当事項なし 

事業上の関係 該当事項なし 

取引の内容 一般勘定への出資 貸出 住専勘定への拠出 

取引金額 該当事項なし 該当事項なし 減少 100,000 百万円 

科目 
その他資産の「預貯

金保険機構出資金」 

貸出金の「預金保険

機構貸付金」 

その他資産の「預金

保険機構住専勘定拠

出金」 

期末残高 150 百万円 なし なし 

 

２．農水産業協同組合貯金保険機構 

会社等の名称 農水産業協同組合貯金保険機構（認可法人） 

住所 東京都千代田区 

資本金又は出資金 
（一般勘定）300 百万円 

（東日本大震災事業者再生支援勘定）1,320 百万円 

事業内容又は職業 

信用秩序の維持に資することを目的に、保険料の収納業務や保険

金及び仮払金の支払業務、資金援助業務、貯金等債権の買取り業

務、金融危機への対応のための業務、などを行っている。 

議決権の所有 

（被所有割合） 
該当事項なし 

関係

内容 

役員兼任等 該当事項なし 

事業上の関係 該当事項なし 

取引の内容 一般勘定への出資 

取引金額 該当事項なし 

科目 その他資産の「預貯金保険機構出資金」 

期末残高 75 百万円 
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附  属  明  細  書 

 

日  本  銀  行 

 

１．資本に関する事項 

（金額単位：百万円） 

区  分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘  要 

資 本 金 100 0 0 100  

うち既発行出

資証券 
出資証券 

（1,000）千口 

100 

（―）千口 

0 

（―）千口 

0 

（1,000）千口 

100 
 

 計 100 0 0 100  

利益剰余金 法定準備金 2,686,170 26,453 0 2,712,623 （注）1,6 

 特別準備金 13 0 0 13 （注）2 

 債券取引損失準備金 2,243,349 0 0 2,243,349 （注）3 

 
外国為替等取引損失

準備金 
794,500 0 0 794,500 （注）3 

 
指数連動型上場投資

信託取引損失準備金 
2,158 0 2,158 0 （注）4,5,6 

 
不動産投資信託取引

損失準備金 
105 0 105 0 （注）4,5,6 

 計 5,726,295 26,453 2,263 5,750,485  

（注）1．日本銀行法第５３条第１項及び第２項の規定に基づき、損失の補てん又は配当に充てるために積

み立てた準備金であります。 

   2．戦後の金融機関再建整備促進のため、大蔵大臣命令により他の金融機関とともに昭和２０年上期

から昭和２４年上期までの間支払停止した配当金の相当額を日本銀行法の一部を改正する等の法律

（昭和２２年法律第４６号）附則の規定により積み立てた準備金であります。 

   3．日本銀行法施行令（平成９年政令第３８５号）第１５条、日本銀行法施行規則（平成１０年大蔵

省令第３号）第９条から第１１条及び当行の会計規程（平成１０年１０月９日 政策委員会決定）第

１８条の規定に基づき計上した債券取引損失引当金及び外国為替等取引損失引当金については、本

財務書類において、債券取引損失準備金及び外国為替等取引損失準備金として計上しております。 

   4．当行の会計規程（平成１０年１０月９日 政策委員会決定）第１８条の２の規定に基づき計上した

指数連動型上場投資信託取引損失引当金及び不動産投資信託取引損失引当金については、本財務書

類において、指数連動型上場投資信託取引損失準備金及び不動産投資信託取引損失準備金として計

上しております。 

5．指数連動型上場投資信託取引損失準備金及び不動産投資信託取引損失準備金は、準備金の種類に

応じ、指数連動型上場投資信託受益権又は不動産投資法人投資口（金銭の信託の信託財産として保

有するものを含む。）の時価の総額が帳簿価額の総額を下回る場合に、その差額に対して計上するこ

ととしておりますが、前期（平成２３年度）の法定財務諸表において、それぞれ時価の総額が帳簿

価額の総額を上回ったことから、前期（平成２３年度）の仮定財務諸表において積立てていた指数

連動型上場投資信託取引損失準備金及び不動産投資信託取引損失準備金を取崩したものであります。 

6．当期増加額又は減少額は、前期（平成２３年度）決算の利益処分に伴う積立て又は取崩しによる

ものであります。 
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２．資産及び負債に関する事項 

（１）有価証券の明細 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 摘  要 

短期国債 16,560,546 34,006,385 17,445,839 （注）1 

 国庫短期証券 16,560,546 34,006,385 17,445,839  

長期国債 70,747,201 91,460,322 20,713,121 （注）1 

  利付国債２年 12,319,778 19,094,650 6,774,872  

  利付国債５年 12,773,871 22,163,404 9,389,533  

  利付国債１０年 26,367,457 28,999,724 2,632,267  

 利付国債２０年 15,228,486 16,082,742 854,256  

  変動利付国債 2,277,172 3,110,219 833,047  

  物価連動国債 1,058,959 1,240,266 181,307  

 その他 721,478 769,317 47,839  

短期社債 1,594,876 1,245,716 △349,160 （注）2 

社債 1,990,644 2,887,292 896,648 （注）3 

外貨債券 4,594,178 4,202,430 △391,748  

その他 39,207 47,169 7,962 （注）4 

計 95,526,652 133,849,314 38,322,662  

（注）1．「短期国債」及び「長期国債」には、「資産買入等の基金」により買い入れた短期国債及び長期国債

の残高が含まれております。 

（注）2．｢短期社債｣とは「資産買入等の基金」により買い入れた短期社債（短期社債、保証付短期外債、

資産担保短期債券及び短期不動産投資法人債をいう。）であります。 

（注）3．「社債」とは「資産買入等の基金」により買い入れた社債（不動産投資法人債を含む。）でありま

す。 

（注）4．｢その他｣は外貨投資信託であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3/5 

（２）事業資産等の明細 

＜貸出金＞ 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 貸倒引当金残高 摘  要 

証書貸付 20,000 0 △20,000 0  

劣後特約付貸付基本要領

に基づく貸付 
20,000 0 △20,000 0  

電子貸付 40,010,676 25,814,437 △14,196,239 0  

補完貸付 7,000 1,000 △6,000 0  

共通担保資金供給オペレ 

ーションによる貸付金 
38,968,460 25,486,067 △13,482,393 0 （注） 

米ドル資金供給オペレー

ションによる貸付金 
1,035,216 0 △1,035,216 0  

成長基盤強化を支援する

ための資金供給（米ドル資

金供給に関する特則）によ

る貸付金 

0 327,370 327,370 0  

計 40,030,676 25,814,437 △14,216,239 0  

（注）「共通担保資金供給オペレーションによる貸付金」には、成長基盤強化を支援するための資金供給によ

る貸付金（期末においては「貸出支援基金」の運営として行う同貸付金。米ドル資金供給に関する特則

による貸付金を除く。）の残高（3,356,967 百万円）、「資産買入等の基金」の運営として行う共通担保資

金供給オペレーションによる貸付金の残高（21,698,300 百万円）及び被災地金融機関を支援するための

資金供給オペレーションによる貸付金の残高（430,800 百万円）が含まれております。 

 

＜貸倒引当金＞ 

該当事項はありません。 

 

（３）固定資産（事業資産を除く）の取得、処分及び減価償却費の明細 

（金額単位：百万円） 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 減価償却累計額又は 差引期末残高 摘  要 

     償却累計額 当期償却額   

有形固定

資産 

土 地 ─ ─ ─ 82,861 0 0 82,861 （注）2 

建 物 ─ ─ ─ 397,889 296,953 8,639 100,936 （注）2 

 リース資産 ─ ─ ─ 15,345 7,895 3,545 7,450 （注）2 

 動 産 ─ ─ ─ 36,698 25,618 2,981 11,080 （注）1,2 

 建設仮勘定 ─ ─ ─ 2,652 0 0 2,652 （注）2 

 計 ─ ─ ─ 535,445 330,466 15,165 204,979  

無形固定

資産 

権利金 ─ ─ ─ 949 813 15 136 （注）2 

計 ─ ─ ─ 949 813 15 136  

（注）1．動産は、仮定貸借対照表科目では「有形固定資産」の「その他の有形固定資産」に計上しておりま

す。 

2．有形固定資産及び無形固定資産の金額は資産総額の 100 分の 1 以下であるため、「期首残高」、「当

期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。 
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（４）長期借入金及び債券の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（５）退職給付引当金の明細 

（金額単位：百万円） 

区   分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

   目的使用 その他  

退職給付引当金 199,380 10,043 9,694 0 199,729 

 

（６）その他の引当金の明細 

（金額単位：百万円） 

区   分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

   目的使用 その他  

賞与引当金 3,252 2,761 3,252 0 2,761 

 

（７）その他の主要な資産負債の明細 

＜資産＞ 

該当事項はありません。 

 

＜負債＞ 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 摘  要 

発行銀行券 80,842,816 83,378,275 2,535,459  

一万円券 74,046,285 76,440,768 2,394,483  

五千円券 2,722,972 2,818,242 95,270  

二千円券 205,498 201,427 △4,071  

千円券 3,714,154 3,765,349 51,195  

その他の発行銀行券 153,907 152,489 △1,418 （注）1 

預金 35,896,360 58,320,053 22,423,693  

当座預金 34,432,345 58,128,930 23,696,585  

当座預金 32,381,102 55,480,786 23,099,684 （注）2 

別口当座預金 2,051,243 2,648,144 596,901 （注）3 

その他の預金 1,464,015 191,123 △1,272,892 （注）4 

（注）1．「その他の発行銀行券」とは、上記４券種以外で現在も有効な五百円券､百円券､五十円券､十円券､

五円券及び一円券の合計であります。 

      2．内訳の「当座預金」とは、金融機関（短資業者、証券金融会社を含む。）から受け入れた預金であ

ります。 

      3．「別口当座預金」とは、金融商品取引業者等金融機関以外の先から受け入れた預金であります。 

      4．「その他の預金」とは、外国中央銀行等から受け入れた預金であります。 
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（参考１）「資産買入等の基金」による買入資産等の明細 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 摘  要 

短期国債 3,454,099 16,448,874 12,994,775  

国庫短期証券 3,454,099 16,448,874 12,994,775  

長期国債 6,314,247 28,133,754 21,819,507  

利付国債２年 5,478,998 16,596,220 11,117,222  

利付国債５年 368,336 8,704,570 8,336,234  

利付国債１０年 466,913 2,818,722 2,351,809  

利付国債２０年 0 14,242 14,242  

短期社債 1,594,876 1,245,716 △349,160  

社債 1,990,644 2,887,292 896,648  

金銭の信託（信託財産指数連

動型上場投資信託） 
847,855 1,544,001 696,146  

金銭の信託（信託財産不動産

投資信託） 
73,635 118,972 45,337  

共通担保資金供給オペレー

ションによる貸付金 
34,602,400 21,698,300 △12,904,100  

計 48,877,756 72,076,909 23,199,153  

（注）「資産買入等の基金」は、量的・質的金融緩和の導入に伴い、平成２５年４月４日をもって廃止してお

ります。 

 

（参考２）「貸出支援基金」による貸付金の明細 

（金額単位：百万円） 

区  分 期首残高 期末残高 期中増減高 摘  要 

成長基盤強化を支援するた

めの資金供給 
0 3,684,337 3,684,337  

計 0 3,684,337 3,684,337  

 

３．主な費用及び収益に関する事項 

  役員及び職員の給与費の明細 

（金額単位：百万円） 

区   分 金   額 

役員給与 340 

職員給与 34,402 

賞与引当金繰入額 2,761 

退職給付引当金繰入額 10,043 

計 47,546 

 

４．勘定間の結合に関する事項 

該当事項はありません。 

 

５．子会社等の連結に関する事項 

該当事項はありません。 


